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 第10 第10条 

(出願の分割) 

 

第十条 商標登録出願人は、商標登録出願が審査、審判若しくは再審に係属している場

合又は商標登録出願についての拒絶をすべき旨の審決に対する訴えが裁判所に係属し

ている場合であつて、かつ、当該商標登録出願について第七十六条第二項の規定によ

り納付すべき手数料を納付している場合に限り、二以上の商品又は役務を指定商品又

は指定役務とする商標登録出願の一部を一又は二以上の新たな商標登録出願とするこ

とができる。 

２ 前項の場合は、新たな商標登録出願は、もとの商標登録出願の時にしたものとみな

す。ただし、第九条第二項並びに第十三条第一項において準用する特許法(昭和三十四

年法律第百二十一号)第四十三条第一項及び第二項(これらの規定を第十三条第一項に

おいて準用する同法第四十三条の三第三項において準用する場合を含む。)の規定の適

用については、この限りでない。 

 

商標法施行規則 

第二十二条 

２ 特許法施行規則第二十六条第三項から第六項まで、第二十七条第一項から第三項ま

で、第二十七条の四第一項、第三項及び第四項、第二十八条及び第三十条(信託、持分

の記載等、パリ条約による優先権等の主張の手続、特許出願の番号の通知及び特許出

願の分割をする場合の補正)の規定は、商標登録出願又は防護標章登録出願に準用す

る。この場合において、特許法施行規則第二十七条第三項中｢特許法第百九十五条第五

項｣とあるのは｢商標法第七十六条第四項｣と、「ただし、当該証明する書面については、

特許庁長官がその提出の必要がないと認めるときは、これを省略させることができ

る。」とあるのは「この場合において、既に特許庁に証明する書面を提出した者は、

その事項に変更がないときは、当該証明する書面の提出を省略することができる。」

と、特許法施行規則第三十条中｢願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面｣と

あるのは｢願書｣と読み替えるものとする。 

 

特許法施行規則 

第三十条 特許法第四十四条第一項第一号の規定により新たな特許出願をしようとす

る場合において、もとの特許出願の願書に添付した明細書、特許請求の範囲又は図面

を補正する必要があるときは、もとの特許出願の願書に添付した明細書、特許請求の
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範囲又は図面の補正は、新たな特許出願と同時にしなければならない。 

 

１．｢二以上の商品又は役務｣について 

指定商品又は指定役務が類似商品・役務審査基準における包括表示で記載されている

場合でも、その包括表示に含まれる個々の商品又は役務に出願を分割することができる

ものとする。 

 

２．国際商標登録出願について 

 国際商標登録出願については、第68条の12の規定により、本条の規定は適用しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


